
47205_沖縄県宜野湾市_物価交付金r5補正以降_r5_翌債

物価_翌債

（単位：千円）

電話番号
既配分額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

メールアドレス
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

既配分額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

既配分額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

今回配分予定額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

配分予定額計

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

配分予定額計

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

配分予定額計

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）

合計  1,572,751  1,501,685  175,423  791,000 28,250 491,550 15,462 - 71,066 

住民税均等割非課税世帯への
支援

（低所得枠）

1 R5_補正
推奨事業・

低所得
○ ○ ○

令和5年度宜野湾市住民税非課
税世帯等に対する臨時給付金

【物価高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 822,402 822,402 3,152 791,000 28,250 - - - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　11300世帯
×70千円
事務費　　31402千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（11300世帯）

－ ○ － R6.2 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年2月ま
でに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

計画に関する諸条件　キ
　　算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象事
業の完了が６月30日となるため

R5補正（地）

住民税均等割のみ課税世帯へ
の支援

（一体給付）

2
R5_補正・

予備
推奨事業・
一体支援

○ ○ ○
住民税均等割のみ課税世帯に
対する給付金事業【物価高騰対

策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 169,737 164,600 2,100 - - 157,000 5,500 - 5,137 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯(2100世帯×70千
円、100世帯×100千円）
事務費　　7,600千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（2200世帯）

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3月ま
でに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

計画に関する諸条件　キ
　　算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象事
業の完了が６月30日となるため

R5補正（地）

こども加算
（一体給付）

3
R5_補正・

予備
推奨事業・
一体支援

○ ○ ○
令和5年度住民税非課税世帯等
に対するこども加算給付金事業

【物価高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 302,515 296,748 16,748 - - 275,000 5,000 - 5,767 

①物価高が続く中で低所得者の子育て世帯に世帯内で扶養されている18歳
以下の子に支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得者の子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　275,000千円（5,500人×50千円）
R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯の18歳以下
のこどもの人数5500人
事務費　　32,652千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯の18歳以
下のこどもの人数5500人

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3月ま
でに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

計画に関する諸条件　キ
　　算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象事
業の完了が６月30日となるため

R5補正（地）

新たに住民税非課税等となる
世帯への支援
（一体給付）

4 - - - - - - 

調整給付
（一体給付）

5 - - - - - - 

給付支援サービス
（一体給付）

6 - - - - - - - 

住民税均等割非課税世帯等へ
の支援に係る本体分の事業費
（家計急変への横出し等・補正）

7 - - - - - - 

一体給付に係る本体分の事業
費

（上乗せ１・予備費）

8 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○

令和５年度宜野湾市低所得世帯
等支援給付金事業【住民税均等
割のみ課税世帯に対する給付
金】(3万円分)【物価高騰対策給

付金】

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○ － 64,512 64,512 - - - 59,550 4,962 - - 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯等に対
し、コロナ禍における物価高騰対策として１世帯あたり３万円の現金の給付の
事業を実施することにより、その実績を踏まえた生活の支援を行う。
②給付費：R5所得割非課税世帯分59,550千円
　事務費4,785千円4,962千円
　（コールセンター、窓口、データ抽出、システム開発、印刷封入封緘
4,015千円、消耗品30千円、振込手数料740千円、その他177千円）
③支給対象世帯：R5所得割非課税世帯1,985世帯
　　　　　　　　単価：３万円
④R5年度分の所得割非課税世帯

－ ○ － R5.6 R6.3 支援対象世帯数の95％に給付 HPや広報誌、SNS等により周知 対象分野に関連しない R5補正（地）

対

象

範

囲

外

住民税均等割非課税世帯等へ
の支援分の事業費
（上乗せ２・推奨分）

9 - - - - - 

10 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
令和６年２月期児童手当受給者

への特別給付金支給事業
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

84,835 71,423 71,423 13,412 

【令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画
№12と同一事業】
①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた児童手当受給者
へ、給付を実施することにより、生活の支援を行う。
②令和６年２月期児童手当受給者への給付金及び事務費
③積算根拠　令和６年２月期児童手当受給者4,000人（9,000人のうち）×20千
円
事務費　4,835千円
事務費の内容　【職員手当等（時間外勤務手当）　需用費（印刷製本費等）
役務費（手数料等）　委託料（データ処理等）】
④令和６年２月期児童手当受給者（9,000人のうち4,000人）
※「Dその他」は一般財源

－ ○ － R5.12 R6.3
令和６年２月期児童手当受給者
9,000人（世帯）

ホームページ、広報紙等 対象分野に関連しない R5補正（地）

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中小・小規模事業者等エネル
ギー価格高騰対策支援事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

123,510 78,000 78,000 45,510 

①エネルギー価格等物価高騰の影響を受けている市内中小・小規模事業者
等に対し、経費負担の軽減を図るため、事業者へ助成金を給付し、事業経営
の安定化を図る。
②委託費（事業費、事務費）、時間外手当、消耗品費
③委託費 123,400千円
  　　・事業費（助成金）　法人 1,485件×5万円＝74,250千円
　　　　　　　　　　　　　　　個人 1,534件×3万円＝46,020千円
　　　・事務費3,130千円（委託人件費、振込手数料等）
　職員時間外手当　100千円
　消耗品費10千円
④・市内で事業を営む中小・小規模事業者等
　・令和5年7月1日時点で事業を行っており、今後も事業を継続する意思があ
る者
　・令和5年7月から12月までの間にエネルギー経費が、法人5万円、個人３万
円以上の支出がある者
※「Dその他」は一般財源

－ － － R6.1 R6.4以降 年度内に申請受付を開始する ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない

計画に関する諸条件　キ
　　算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象事
業の完了が９月30日となるため

R5補正（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
農水産事業者物価高騰対策支

援助成金
Ⅰ．物価高から国民生

活を守る
○

⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
5,240 4,000 4,000 1,240 

①エネルギー価格等物価高騰の影響を受けている市内の農水産事業者に対
し、経費負担の軽減を図るため、事業者へ助成金を給付することで、事業経
営の安定化が図られる。
②市内農水産事業者への助成金及び事務費
③助成金：農水産事業者170件（農業者103件、漁業者67件）×30千円
 　事務費 （消耗品費、通信運搬費、職員時間外手当）：140千円
④農水産事業者170件（農業者103件、漁業者67件）
・市内に住所を有する農水産事業者
・令和５年７月１日時点で事業を行っており、今後も事業を継続
　　する意思がある者
・令和５年7月～12月までの間に３万円以上、エネルギー経費（肥料、
　　飼料含む）の支出がある者
※「Dその他」は一般財源

－ － － R6.1 R6.4以降
対象事業者(農業103件、水産67
件）へ助成金を交付する。

ホームページ、広報誌等 農林水産・食品分野

計画に関する諸条件　キ
　　算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象事
業の完了が６月30日となるため

R5補正（地）

13 - - 

5,390                                                                                                                                                  

46,883                                                                                                                                                

26,948                                                                                                                                                

Ｂ

1,463,913                                                                                            

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

491,550                                                                                              

Ｂ３

136,190                                                                                                                                               

本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（給付費）交付限度額②に係る希望額）

-                                                                                                                                                       

-                                                                                                                                                       

175,423                                                                                              

150,906                                                                                              

5,390                                                                                                 

手動入力分

自動計算分

本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（給付費）

交付限度額④に係る希望額）

本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）

交付限度額⑤に係る希望額）

本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑥に係る希望額）
-                                                                                                                                                       

※
事
務
連
絡
参
照

本省繰越希望額　（R5補正予算により措置された推奨事業メニュー分交付限度額①に係る希望額）

小計：自動計算分＋手動入力分　（交付限度額①を上限とする）

事業
終期

※可変部分
※この他は変えれま

せん。

-                                                                                                                                                       

本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（事務費）交付限度額③に係る希望額）
-                                                                                                                                                       

備考2
(事業の終期が令和6年3月を超える
ことが見込まれる場合、その事情)

※可変部分
※この他は変えれません。

31,421                                                                                                                                                

基金
事業
始期

40,000                                                                                                                                                

総事業費

kikaku01@city.ginowan.okinawa.jp

推奨事業メ
ニュー

特定事業者等支
援

1,671,524                                                                                                                                             

小計　交付限度額② 754,530                                                                                                                                               

備考3

-                                                                                                      

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和5年12月通知分）
627,740                                                                                                                                               

40,000                                                                                                                                                

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

791,000                                                                                  

28,250                                                                                   

491,550                                                                                  

15,462                                                                                   

自治体での予算区
分

交付限度額計

-                                                                                                      

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

215,423                                                                                                                                               都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁） 150,906                                                                                                                                               

603,624                                                                                                                                               

47205

603,624                                                                                              

21,558                                                                                               

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和5年11月通知分）
沖縄県

宜野湾市

                                                                                                      -

21,558                                                                                                                                                

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

-                                                                                                      

-                                                                                                      

098-893-4461

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（令和6年1月通知分）

担当者氏名

26,948                                                                                               

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（令和5年11月通知分）

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（令和5年12月通知分）

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥　（令和6年1月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（令和5年11月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（令和6年1月通知分）

小計　交付限度額③

経済対策との関係

Ｂ２

具志堅展之

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

総務省

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

15,462                                                                                               

175,423                                                                                              

-                                                                                                      

交付対象事業の名称
⑨を選択した場合、より効果があると考

える理由

754,530                                                                                              

担当部局課名

-                                                                                          

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤

企画部企画政策課

　
差
押
禁
止
法
の
対
象
範
囲

Ｎｏ

交付対象経費
(地方単独事業費)

国
の
予
算
年
度

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

個人を対象とし
た給付金等

地
方
単
独
事
業

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

Ｃ

枠

491,550                                                                                              

15,462                                                                                               

175,423                                                                                  


